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阿武隈急行線在り方検討会について 

 

１ 設置経緯 

阿武隈急行線沿線地域公共交通協議会（以下、「協議会」という。）では、令和元年７

月に阿武隈急行線地域公共交通網形成計画（以下、「法定計画」という。）を策定し、増

収や経費削減等に取り組んできた。 

法定計画の策定後、阿武隈急行線では、令和元年台風及び令和４年３月福島県沖地震

等の自然災害や、コロナ禍の長期化等で業績が大幅に悪化している。 

また、阿武隈急行線は、国鉄丸森線の開業から５５年が経過し、施設の老朽化が進行

する中、今後、施設改修等の費用増大や沿線人口の減少による運賃収入の減少が見込ま

れ、経営改善の見通しが立たない状況となっている。 

令和５年１月、阿武隈急行線の沿線自治体及び事業者で構成された阿武隈急行線再生

支援協議会から協議会に対し、法定計画の基本理念を踏まえ、阿武隈急行線の在り方に

関する検討依頼があり、規約第１２条に基づき分科会として、「阿武隈急行線在り方検討

会（以下、「在り方検討会」という。）」を設置した。 

 

２ 在り方検討会における検討項目 

阿武隈急行株式会社の抜本的な経営改善を図り、赤字拡大を抑制するための方策を検討

する。具体的には、阿武隈急行線再生支援協議会からの依頼を踏まえ、以下の項目とする。 

 

（０）原因解明   ※第５回在り方検討会で追加 

（１）増収策（利用促進策等） 

（２）経営体制の変更（上下分離方式等） 

（３）民間人の常勤役員起用 

（４）輸送モードの合理化（バス転換等） 

（５）運行ダイヤの合理化 

（６）車両更新数 

（７）経常経費の妥当性 

（８）その他経営改善に資する取組 
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３ これまでの検討状況 

開催日等 検討状況等 

第１回 

R5.3.29 

〇阿武隈急行線の現状について 

第２回 

R5.5.25 

〇阿武隈急行線の現状について 

・区間別利用状況、ダイヤ別利用状況 

・駅勢圏人口の推定、行政計画その他まちづくりの状況 

〇車両更新について 

 R5.5.26 福島県側区間現地調査 

保原駅、福島駅、福島学院大学 

 R5.7.21 福島県側区間現地調査 

保原町工業団地懇話会、伊達高校 

第３回 

R5.8.3 

〇現地調査の結果について 

〇駅別乗降人員の状況について 

〇車両更新数について 

〇収支改善のために必要な一日当たりの収益について 

 R5.8.4 宮城県側区間現地調査 

槻木駅、角田駅、丸森駅、角田高校、 

東北本線船岡駅、常磐線坂元駅 

 R5.8.29 宮城県側首長による意見交換会 

宮城県知事、宮城県沿線３市町長 

第４回 

R5.10.5 

〇現地調査の結果について 

〇運行ダイヤの合理化について 

〇車両更新数について 

 R5.10.24 宮城県側沿線住民と首長の意見交換会 

宮城県知事、宮城県沿線３市町長、宮城県側沿線住民 

 R5.11.21 鉄道における課題解決・施策設計に関する勉強会 

講師：阿武隈急行線在り方検討会 山田 和昭 委員 

 R5.11.29 県境区間現地調査 

丸森駅～富野駅 乗降調査、アンケート調査 

第５回 

R6.1.18 

〇現地調査の結果について 

〇経営方式の変更について 

〇阿武隈急行線の現状について 

・区間別利用状況、ダイヤ別利用状況、駅勢圏人口の指定 

〇福島県側の利用者減少原因、ダイヤ改善について 

第６回 

R6.5.31 

〇車両更新について 

〇輸送モードの宮城県側検討状況について 
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４ 取りまとめ事項等 

 （１）８編成目までの車両更新について合意。９編成目の車両更新については検討継続。 

（２）福島県側は、福島県側区間の鉄路を維持していくことを確認。 

 

５ 今後のスケジュール 

 令和７年３月までに検討項目について順次結論を取りまとめて協議会に報告し、協議

会から阿武隈急行線再生支援協議会に回答する。 

検討項目の一つである輸送モードに関する宮城県側の検討については、今秋を目途に

作業を進めている。 

 

 

 

【在り方検討会の構成員】（阿武隈急行線在り方検討会規約 別表１） 

 

(令和６年５月１７日現在)

区分 職名等 備考

交通事業者 阿武隈急行(株) 

福島交通(株) 

学識経験者 国立大学法人 福島大学 経済経営学類 

公立大学法人 宮城大学 事業構想学群 

計画を策定する 福島県福島市

地方公共団体 福島県伊達市 

宮城県角田市 

宮城県柴田町 

宮城県丸森町 

福島県 （座長又は副座長）

宮城県 （座長又は副座長）

経営改善実績のある地方

鉄道経営経験者 (同)日本鉄道マーケティング

地域公共交通有識者 交通ジャーナリスト

財務に関する実務経験者 公認会計士

（交通事業者） 東日本旅客鉄道(株) 東北本部 オブザーバー

（その他会長が必要
と認める者） 国土交通省東北運輸局 鉄道部 オブザーバー

事務局 伊達市 市民生活部 生活環境課

福島県 生活環境部 生活交通課

宮城県 企画部 地域交通政策課

阿武隈急行線在り方検討会　委員


